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要旨 
 

  

1990 年代後半から無形資産や知的資産と呼ばれる財務諸表に表れない経営資源が、企

業価値を向上させる重要なファクターとして注目されるようになり、今日においてもその重要

性に対する認識はさらに深まりつつある。 

こうした中、知的資産経営支援などを通じて取引先企業に自らの強みを把握してもらうと

ともに、金融機関職員の目利き力の抜本的な向上を図る取組みを実施している金融機関も

ある。本稿では 8 年にわたって知的資産経営支援を継続してきた但陽信用金庫に焦点を当

て、目利き力向上のあり方を検討する。 

 

はじめに 

1990 年代後半以降、財務諸表に表れな

い、目に見えにくい資産が企業価値を高

めているという議論が盛んに行われるよ

うになった。これらの資産は、無形資産

や知的資産と呼ばれ、その重要性に対す

る認識はより深まりつつある。 

一方、金融界に目を転じてみると、昨

今では、企業の成長性や将来性などを見

極める「目利き力」や「事業性評価」に

注目が集まっているが、財務諸表に表れ

ない資産を分析することは、目利き力の

向上に直結すると言っても過言ではない。 

 目利き力の向上については、定期的に

取引先の工場見学などを実施するなど、

様々なアプローチがあるものの、知的資

産経営支援に取り組むことで目利き力の

向上を図る地域金融機関もある。 

本稿では、無形資産や知的資産に注目

が集まった背景、知的資産経営の概略を

簡単にまとめた後、兵庫県加古川市に本

店を置く但陽信用金庫（2016 年 3 月末・

預金積金6,828億円、貸出金2,693億円、

常勤役職員数 649 人）の知的資産経営支

援の事例をもとに、目利き力向上のあり

方を検討する。 

 

財務諸表に表れない資産の重要性 

1990 年代後半、バブル崩壊に伴う株価

の長期的な低迷を受け、企業価値を高め

る経営のあり方に注目が集まり、無形資

産の重要性が指摘されるようになった。 

その理由は、企業の合併買収に伴うの

れん代や、技術、ブランド、人材などの

財務諸表に表れない、見えにくい資産へ

の投資が膨大な金額となってきたためで

ある。このような流れを受け、経済産業

省では、ブランドについての貨幣的評価

やオンバランス化についての可能性が検

討されたり（経産省[2002]「ブランド価

値評価研究会報告書」）、2004 年には信託

業法が抜本的に改正されたことを受け、

知的財産信託の取組みが可能となった。 

しかし、無形資産を貨幣的に評価する

ことには課題も多く、無形資産を巡る議

論は、次第に定性情報を開示するという

動きが主流になった。昨今では、非財務

情報を開示することでより正確な企業情

報を各ステークホルダーに伝えることを

目的とした「統合報告書」や、「知的資産
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報告書」を作成・公表する企業もある。 

 

知的資産経営と目利き力 

 財務会計分野では無形資産と言われる

「財務諸表に表れない資産」は、知的資

産という名称でも議論が行われている。

経産省では、「財務諸表に表れてこない目

に見えにくい経営資源の総称」を知的資

産（特許権や著作権などのいわゆる知的

財産権だけでなく、組織力、人材、顧客

とのネットワークなどをも含む）とし、

知的資産という「自社の強みを把握し、

それを活用することで業績の向上に結び

付ける経営」を知的資産経営と定義して

いる。そして当該資産を把握（見える化）

するために作成する報告書が「知的資産

経営報告書」である（経産省資料「知的

資産経営の概要」を参照）。 

 同報告書の活用については、07 年 5 月

の「中小・地域金融機関向けの総合的な

監督指針」や金融検査マニュアルにも記

され、地域密着型金融の具体的な手法の

一つとしても注目された。 

 また、昨今では、地域企業の経営支援

や対話等を目的に財務情報だけでなく、

非財務情報も把握する手法・指標である

「ローカルベンチマーク」に注目が集ま

っているが、同指標に含まれている非財

務情報とは、まさに「財務諸表に表れて

こない資産」（知的資産）である。 

つまり、知的資産を把握するというこ

とは金融機関側にとっては、取引先企業

の競争優位性を適切に把握し、地域密着

型金融のさらなる深化や目利き力の向上

などにも貢献することが期待できるので

ある。 

 

但陽信用金庫における取組み 

（１）支援を開始したきっかけ 

 但陽信用金庫で知的資産経営支援をス

タートさせたきっかけは、2008 年に兵庫

県の外郭団体・ひょうご産業活性化セン

ターで開催された報告会に常務理事の藤

後秀喜氏が参加したことであった。会場

では、参加企業が作成した知的資産報告

書の発表が行われていたが、注目すべき

は若手社員や女性職員が、勤務している

会社の強みを分析していることであった。 

 一般的に金融機関が企業分析をする場

合、「経営指標が弱い」などマイナス面に

注目した評価を行うことが少なくない。

しかし、企業には経営指標に表れない競

争優位性があるからこそ、存続している

のも事実である。そして、その競争優位

性を「経営者から新入社員まで会社全体

で把握することができれば、中小企業は

活性化し、成長できる」と考えた藤後氏

は知的資産経営支援を但陽信用金庫で取

り組む決心をした。 

 知的資産経営支援の取組みは、経営ト

ップである理事長からは「実施するから

には継続すること」が条件となり、2009

年からスタートしたが、当初は先行事例

がなかったこともあり、金庫職員や参加

者の反応を見ながら知的資産経営セミナ
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ー（以下、セミナー）を進めていった。 

  

（２）知的資産経営セミナーと実践研修 

 現在の但陽信用金庫における知的資産

経営支援は、セミナーと実践研修の 2 つ

のアプローチがある（セミナーの参加事

業所数などについては図表 1）。 

 セミナーは、中小企業診断士などが講

師となり、知的資産経営の全体像などを

解説する説明会（1部）と知的資産経営報

告書を作成した中小企業の体験報告会（2

部）の 2部構成になっている。 

時間は 3 時間と長丁場であるが、この

間、途中退席や居眠りをする参加者は皆

無であるという。その理由は、①知的資

産経営に取り組むことは「自社のためで

ある」という意識が強くあることと、②

金庫職員は参加希望者に自らが参加した

体験談を事前に話しており、その熱意が

伝わっているためである、と推察される。 

なお、セミナー会場では参加者が製造し

ている商品を展示するなど、ミニ・ビジ

ネスマッチング会場にもなる。 

 その後、知的資産経営報告書（以下、

報告書）や知的資産経営レポート（報告

書の簡易版。以下、経営レポート）を作

成することを目的としたグループ討議へ

と移行することになる（セミナーから報

告書作成までには 3ヶ月ほどかかる）。こ

の際、セミナーに参加している中小企業

や事業者 5 社が 1 つのグループとなり、

様々な観点から議論を重ねる。 

グループ討議のグルーピングについて

は、企業規模や業種などは関係ない。ま

た活発な議論を促すため、中小企業診断

士が支援者として参加するほか、支店長

や営業担当者も必ず参加する。 

 かつては、グルーピングを行わず、参

加者が個別に報告書やレポートの作成に

臨んでいた時期もあったが、「やはり、グ

ループ内で意見を出し合う形態が、多く

の刺激を受ける」という参加者の意見も

あり、現在のスタイルとなった。グルー

プ討議は 3 回実施され、最終ステップが

経営レポートや報告書の作成となる。 

 なお、経営レポートや報告書の作成は

一般的に、SWOT 分析など自社の内部・外

部環境における自社の強みや弱みの発見

（ステップ１）、今後の戦略（ステップ 2）、

これまでの状況をもとにした将来の目標

設定（ステップ 3）の順で分析が進められ

る。 

 一方、実践研修は最終的に報告書を作

成するという点では、セミナーと同じで

あるが、職員のスキルアップを主眼に置

いているため、金庫職員が取引先企業の

報告書作成を行っている。参加する職員

は 1 社に付き 6 人ほど。取引先企業にヒ

アリングを行い、3ヶ月ほどで報告書を完

成させるという。 

 

（３）知的資産経営支援の効果 

 但陽信用金庫が知的資産経営に取り組

んでから 8 年が経過し、金庫職員、取引

先企業をはじめとした参加者に次のよう

な効果が表れるようになった。 

2009年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

参加事業所数 58 62 67 84 106 89 85 108

経営レポート作成事業所数 20 24 20 14 16 28 19 27

報告書作成事業所数 5 2 2 5 2 20 6 …

図表１　知的資産経営セミナーの参加事業所数などの推移

（資料）但陽信用金庫



 まず金庫職員にとっては、セミナーと

実践研修に繰り返し参加することで、業

界研究がより深掘りできるようになり、

企業を分析する場合は、どのようなポイ

ントに注目すべきか、といった目利き力

も着実に向上するようになった。この成

果は日々の渉外活動における会話にも表

れているという。 

 一方、参加者のなかには、①自らの強

み弱みが把握できるようになったことで、

仕入先や顧客など各ステークホルダーと

のコミュニケーションが促進されるよう

になった、②報告書に記載しているため

コア技術が取引先に容易に理解してもら

え、販路拡大につながった、という声が

聞かれるようになった。 

 また、昨今の金融機関は、取引先企業

に対する様々な事業支援が求められてい

るが、知的資産経営報告書を作成するこ

とで、①事業承継の際、後継者に非財務

的要素の重要性を伝えることができる、

②経営課題が明確になるので、専門家派

遣などが容易になる、③コア技術を明確

化することで、ビジネスマッチングがし

やすくなる、などの効果も得られるよう

になったという。 

 

目利き力向上は努力と経験の積み重ね 

前述したように金融庁が地域金融機関

に目利き力の向上（事業性評価の強化）

を要請したこともあり、当該取組みの向

上に力点を置く金融機関は増加傾向にあ

る。だが、振り返ってみれば、目利き力

の重要性が指摘されたのは、「土地神話」

が崩壊した 90 年代後半からであった。

2000 年代になると地域密着型金融の文脈

から目利き力の向上が俎上に上ったのは

前述したとおりである。しかし、必ずし

も地域金融機関における目利き力が高ま

ったと言える状況にはないのが現状であ

る。 

 目利き力が低下したといわれる要因は、

「担保主義」「スコアリング審査などへの

傾倒」「保証会社等の積極的な活用」など

が指摘されているが、なかでも業務の効

率化を追求するあまり、取引先のもとを

訪問する回数が低下したことや、一軒当

たりの訪問時間を短縮するため、事務所

の奥の製造現場にまで足を踏み入れなく

なったという営業推進のあり方も大きな

要因であると考えられる。 

 知的資産経営は一部の金融機関や自治

体などで関心が高まっている一方、急速

に普及しているとは言えない状況にある

のも事実である。その理由は、①知的資

産経営を推進する指導者が不足している

ことと、②効率やスピードが要求される

時代において、知的資産経営支援の取組

みは「手間がかかる」と判断する組織が

少なくないためである。 

しかし、目利き力とは、一朝一夕で身

に付けられる知識ではなく、努力と経験

を積み重ねていかなければ蓄積できない

いわば「暗黙知」であり、決して効率的

かつ短期間で得られる能力ではない。こ

うした中、取引先企業の経営課題を明ら

かにするとともに、時間をかけながら一

歩一歩着実に目利き力の向上に取り組ん

でいる但陽信用金庫の知的資産経営支援

は先進的事例として注目される。 




